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（１）貿易一般保険（個別）

単発のお取引にご利用いただける保険商品
（輸出契約・仲介貿易契約・技術提供等の全てに対応）

貿易一般保険（個別保険）
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（２）中小企業・農林水産業輸出代金保険

中堅・中小企業及び農林水産業従事者を対象に

単発の輸出取引にご利用いただける保険商品

中小企業・農林水産業輸出代金保険
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（１）①貿易一般保険（個別保険）の特徴

こんな時には、貿易一般保険（個別保険）をご利用下さい。

 リスクを感じる取引のみ保険をかけたい。

 カントリーリスクのみ保険をかけたい。

 船積前に製造中の貨物や準備した貨物のリスクカバーを希望

 貿易一般保険包括保険（設備財）の付保義務対象外の取引

 貿易一般保険包括保険（鋼材）をご利用で、更にカバーを手厚くしたい
…など
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（２）①中小企業・農林水産業輸出代金保険の特徴

こんな時には、中小企業・農林水産業輸出代金保険をご利用下さい。

 中堅・中小企業の方または農林水産業従事者の方

 リスクを感じる取引のみ保険をかけたい。

 万が一の時は貨物の転売が可能であるため、船積後の代金回収不能のみ
保険をかけたい。

 輸出契約額が5000万円以下で、ユーザンス180日以内の取引 …など
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（１）①貿易一般保険（個別保険）の特徴

ポイント

Ａ） 被保険者 • 契約の当事者（本邦法人）

Ｂ） 契約形態 • 輸出契約、仲介貿易契約、技術提供契約等に対応

Ｃ） てん補リスクの範囲
①非常危険のみをてん補 (船積前、船積後）
②非常危険・信用危険をてん補 (船積前、船積後）

Ｄ） その他
• 一輸出契約ごとに申込み（契約金額の一部付保は不可）
• 対象貨物の制限は特に無し
• 原則Webサービスからの申込み

（一部紙申請となるケース有。26頁参照）
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（２）①中小企業・農林水産業輸出代金保険の特徴

ポイント

Ａ） 被保険者 • 中堅・中小企業及び農林水産業従事者等の契約の当事者
(本邦法人／詳細はP19参照）

Ｂ） 対象となる契約

• 日本から貨物を直接輸出する取引
• 契約金額 5千万円以下
• 決済ユーザンス（例：貨物の船積日から代金決済日までの期

間）が180日以内の輸出契約
• バイヤー（輸出契約の相手方又は輸出代金の支払人）が、被

保険者の海外支店や子会社の場合はご利用頂けません。

Ｃ） てん補リスクの範囲 • 非常危険・信用危険をてん補（船積後のみ）

Ｄ） その他

• 迅速な保険金支払い（原則として保険金請求後1ヶ月以内）
• 一輸出契約ごとに申込み（契約金額の一部付保は不可）
• 対象貨物の制限は特に無し
• 原則Webサービスからの申込み

（一部紙申請のケース有。27頁参照。）
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輸出者側の契約不履行・商品クレーム・
支払人が民間企業の場合は船積前のキャンセル・
保険責任開始前にてん補事由が生じた時の損失 など

対象とならない
ケース

船積前の事故

【船積不能】

ベースとなる損失額＝製造・仕入原価

船積後の事故

【代金回収不能】

ベースとなる損失額＝ 後払額

非常危険

契約当事者の責任では

ない不可抗力的なリスク

信用危険

海外の契約相手方の責

任に帰せられるリスク

①為替取引の制限・禁止 ②仕向国の輸入制限・禁止
③戦争・内乱・革命 ④仕向国への輸送の途絶
⑤政府間合意に基づく債務繰り延べ等の外貨送金遅延
⑥我が国の輸出制限・禁止 （船積前のみ） など

・バイヤーの破産・破産に準ずる事由
・バイヤーの一方的契約破棄

（公的機関の場合）

・バイヤーの破産
・バイヤーの３月以上の債務

の履行遅延

（１）②てん補範囲（貿易一般保険（個別保険））
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船積前の事故・
輸出者側の契約不履行・商品クレーム・
保険責任開始前にてん補事由が生じた時の損失 など

対象とならない
ケース

①為替取引の制限・禁止
②仕向国の輸入制限・禁止
③戦争・内乱・革命
④仕向国への輸送の途絶
⑤政府間合意に基づく債務繰り延べ等の

外貨送金遅延 など

・バイヤーの破産（破産の手続き開始）
・バイヤーの３月以上の債務の履行遅延

（２）②てん補範囲（中小企業・農林水産業輸出代金保険）

非常危険

信用危険
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（１）②てん補範囲（貿易一般保険（個別保険））

非常

船積前

A B

C D信用

船積後

＜てん補範囲別の付保率＞

A （船積前の非常危険）：60%～95%（申込者の自由設定 ただしA≧C）

B （船積後の非常危険）：100%又は97.5%
C （船積前の信用危険）：60%～80%（申込者の自由設定 ただしA≧C）

D （船積後の信用危険）：90% （固定）

保険金額

船積前（AまたはC）の保険金額 ＝ 保険価額（貨物のFOB相当価格） × 付保率

船積後（BまたはD）の保険金額 ＝ 保険価額（輸出契約等の金額） × 付保率

前受金を控除した額

＜カバー範囲メニュー＞

①非常のみ A＋B

②非常・信用セット A＋B＋C

③フルセット A＋B＋C＋D
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（２）②てん補範囲（中小企業・農林水産業輸出代金保険）

 中小企業・農林水産業輸出代金保険は、船積後の非常・信用危険を95%
カバーします。

非常

船積前

カバーしない 95%

カバーしない 95%信用

船積後

保険金額

船積後の保険金額 ＝ 保険価額（輸出契約等の金額） × 95%

前受金を控除した額
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【表の見方】

 ◎、○または△のバイヤー格付の場合は、保険のお
引受けが可能です。

 ILCにより決済される契約は、バイヤーの格付によら
ずお引受けできます。ただし、その場合、ILC取得後
のカバーであること、及びILC発行銀行または確認銀
行の格付は、GS格、GE格、SA格に限られることにご
注意ください。

（１）②てん補範囲（貿易一般保険（個別保険））

■取引先のリスク判断

【個別保証枠について】
バイヤーの与信審査時に、ＥＥ・ＥＡ・ＥＭ格またはＥＦ格に格付されたバイヤーには、「個別保証枠」を設定します。
本保険で船積後の信用危険のカバーを希望される場合は、保険金額が個別保証枠の残額の範囲内である必要があります。

◎ 保険のカバー対象です。
○ L/C受領日以降、保険のカバー対象となります。

△ 事前又は保険のお申込み時に支払人の個別保証枠残高が
ある場合に、保険のカバー対象となります。

× 保険のカバー対象とはなりません。

リ
ス
ク
低

高

【参考：バイヤー格付】



13

（２）②てん補範囲（中小企業・農林水産業輸出代金保険）

リ
ス
ク
低

高

【参考：バイヤー格付】（船積後）

△

△ 事前又は保険のお申込み時に支払人の個別保証枠残高が
ある場合に、保険のカバー対象となります。

× 保険のカバー対象とはなりません。

【個別保証枠について】
バイヤーの与信審査時に、ＥＥ・ＥＡ・ＥＭ格またはＥＦ格に格付されたバイヤーには、「個別保証枠」を設定します。
本保険を付保する場合は、保険金額が個別保証枠の残額の範囲内である必要があります。

◎ 保険のカバー対象です。

■取引先のリスク判断



（１）③保険責任期間（貿易一般保険（個別保険））
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＋5日間

保
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の
申
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日

＝
保
険
契
約
締
結
日※

貨物の船積不能
に係る危険をカバー

※申込み後5日間は免責
（船積日以降に保険を申し込んだ場合は
免責期間無し。）

代金の回収不能
に係る危険をカバー

保険責任期間

申込期間

原則、輸出契約締結日から船積まで。
（船積日当日を含む5営業日まで可能）



（２）③保険責任期間（中小企業・農林水産業輸出代金保険）
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保
険
責
任
終
了
日

代

金

決

済

期

日

（※1）免責期間はなし
（※2）保険責任の開始日は、輸出契約に基づき船

積みを行った日または保険契約締結のいずれか遅

い日となります。

代金の回収不能に係る危険をカバー

保険責任期間（ ※ 2）

輸

出

契

約

日

船

積

日

保
険
契
約
の
申
込
日

＝
保
険
契
約
締
結
日
（※

1
）

申込期間

原則、輸出契約締結日から船積まで。
（船積日当日を含む5営業日まで可能）
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（１）④保険料（貿易一般保険（個別保険））

仕向国 ： タイ（Dカテゴリー）
支払国 ： タイ（Dカテゴリー）
バイヤー格付： EF格
契約金額 ： １千万円（FOB）
船積前期間 ： 30日
決済条件 ： Ｔ/Ｔ 90 days after B/L date
保険料 ： 192,800円

てん補危険 （保険価額） （保険料率） （保険料）
非
常
危
険
信
用
危
険
非
常
危
険
信
用
危
険

船
積
前

船
積
後

A

C

B

D

１千万円 0.010％× ＝ 1,000円

１千万円 1.131％ 113,100円× ＝

１千万円 0.136％ 13,600円＝×

１千万円 0.651％ 65,100円× ＝

１千万円 1.928％ 192,800円＝合
計

※保険料は、船積前、船積後の各保険価額（契約金額等）に

保険期間の長さ等に応じて設定された保険料率（【船積前料率】と
【船積後料率】があります。）を乗じて算出します。

※最低保険料は、１契約 10,000円です。
※最低保険料（船積前部分）として、30日分の保険料が発生します。

てん補危険 （保険価額） （保険料率） （保険料）
非
常
危
険
信
用
危
険
非
常
危
険
信
用
危
険

船
積
前

船
積
後

A

C

B

D

貨物のＦＯＢ価額
船積前

信用危険保険料率× ＝
船積前

信用危険保険料率

貨物代金額
役務対価額（*）

船積後
信用危険保険料率

船積後
信用危険保険料率× ＝

貨物のＦＯＢ価額
船積前

非常危険保険料率
船積前

非常危険保険料率＝×

貨物代金額
役務対価額（*）

船積後
非常危険保険料率

船積後
非常危険保険料率× ＝

例

（*）前受金除く
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30日 45日 60日 90日 120日 150日 180日

A 0.414 0.524 0.634 0.854 1.074 1.294 1.514
B 0.454 0.583 0.713 0.973 1.232 1.492 1.751
C 0.517 0.670 0.824 1.132 1.439 1.747 2.055
D 0.566 0.744 0.923 1.280 1.637 1.993 2.350
E 0.648 0.847 1.045 1.442 1.839 2.236 2.633
F 0.682 0.897 1.112 1.543 1.973 2.404 2.834
G 0.887 1.137 1.387 1.887 2.387 2.887 3.387
H 1.047 1.345 1.642 2.236 2.831 3.425 4.019

国
カ
テ
ゴ
リ
ー

ユーザンス日数

てん補危険 （保険価額） （保険料率） （保険料）

非
常
危
険

信
用
危
険

船
積
後

1千万円 1.280％ 128,000円× ＝

■保険料率早見表

※最低保険料は、１契約 3,000円です。

 本保険の保険料は、保険価額（輸出契約等の金額）に保険料率を乗じた金額です。
 保険料率は、輸出契約上の貨物代金の決済期間、支払国の国カテゴリーにより異なります。

（２）④保険料（中小企業・農林水産業輸出代金保険）

例

仕向国 ： タイ（Dカテゴリー）
支払国 ： タイ（Dカテゴリー）
バイヤー格付： EF格
契約金額 ： １千万円（FOB）
決済条件 ： Ｔ/Ｔ 90 days after B/L date

提携金融機関を通して中小企業・農林水産業輸出代金保険をご利用いただくと、保険料が10%割引になります。
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『引受基準』に適合しない取引について、付保を希望される場合は、個別に対応しますので、NEXI営業第
一部再保険引受グループへご相談ください。

これらは一般に「基準外案件」「内諾案件」等と称され、ＮＥＸＩの個別審査の結果、引受可と判断されたも
のについては「内諾書」が交付され、引受が可能となります。

尚、基準外案件の場合でも「少額案件（下記＊参照）」の場合、内諾申請及び承諾を省略することが可能なものもあります。

＊次の全ての条件を満たす案件

①契約金額が１億円未満のもの

②仕向国、支払国又は保証国のいずれもが国カテゴリーＨの国でないもの

③起算点から最終決済日までの期間が12ヶ月以内のもの

内諾相談

内諾書
有効期限は内諾書発行後６ヶ月となっておりますが、保険の申込期限内に申込を行う
必要がありますのでご注意下さい。

個別に審査を行うことから期間を要する場合もある為、商談の進捗等を勘案しつつ、
十分な時間的余裕をもって事前にご相談下さい。

（１）⑤補足：引受条件（貿易一般保険（個別保険））
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（２）⑤補足：中小企業・農林水産業輸出代金保険の対象者

 利用対象者

①中小企業基本法第二条第1項に定める中小企業者（下表参照）、または資本金の額

もしくは出資総額が10億円未満の会社

②農林水産業を営む者もしくはこれらの者が組織する法人、または中小企業協同組合法

に基づき設立された法人（下表参照）

製造業・建設業・運輸業・その他 資本金額等が3億円以下または従業員が300人以下

卸売業 資本金額等が1億円以下または従業員が100人以下

サービス業 資本金額等が5,000万円以下または従業員が100人以下

小売業 資本金額等が5,000万円以下または従業員が50人以下

農業 農業協同組合、農業協同組合連合会、全国農業協同組合連合会、農事組合法人

林業 森林組合、生産森林組合、森林組合連合会、全国森林組合連合会

水産業
漁業協同組合、水産加工業協同組合、漁業協同組合連合会、
水産加工業協同組合連合会、全国漁業協同組合連合会、
全国水産加工業協同組合連合会、輸出水産業組合

製造業他 中小企業等事業協同組合



（１）⑤補足：引受条件（貿易一般保険（個別保険））

◎引受基準上の案件枠（金額）・ユーザンス制限

輸出契約上の金額・ユーザンスが範囲内であれば、引受可。

＜例＞

ギニア（条件付引受国）の場合

ユーザンスが12ヶ月、契約金額が5億円を超える案件の場合、

ＮＥＸＩの内諾が必要となります。

20
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（２）⑤補足：中小企業等の海外事業展開支援

 NEXIは中小企業及び農林水産業従事者の皆様の海外展開を支援するために、
様々な取り組みを行っています。

 貿易保険利用検討のための海外商社登録（バイヤー格付取得）にあたっての信

用調査の取得費用は、8件まで無料です（信用調書は開示できません）。

※中小企業基本法に基づく中小企業者（中堅企業除く） または農林水産業従事者等からの

お申込みに限ります。

 Webサービス上でお申込いただけます。

取引先の信用調査費用が ８件まで無料
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最新のリスクマップはこちら

https://www.nexi.go.jp/sme/img/rskmap.pdf

取引先国のリスク判断

（１）⑤補足：カントリーリスクマップ



北海道銀行
北洋銀行
帯広信金
稚内信金
旭川信金

大地みらい信金

青森銀行
みちのく銀行

秋田銀行
北都銀行

七十七銀行

荘内銀行
山形銀行第四銀行

北越銀行

東邦銀行

常陽銀行
筑波銀行

千葉銀行
京葉銀行

千葉興業銀行

武蔵野銀行
埼玉りそな銀行
埼玉縣信金

きらぼし銀行、商工中金、
りそな銀行、

全国共済農業協同組合連合会、
全国共済水産業協同組合連合会、

農林中央金庫
朝日信金、城南信金、城北信金、

巣鴨信金、西武信金、
多摩信金、東京東信金、

横浜銀行
川崎信金
横浜信金

山梨中央銀行
甲府信金

静岡銀行
浜松磐田信金
遠州信金

静岡焼津信金
静清信金

八十二銀行
飯田信金
諏訪信金
長野信金

北陸銀行
富山銀行

富山第一銀行

名古屋銀行
岡崎信金
瀬戸信金
豊橋信金
西尾信金
碧海信金

十六銀行
岐阜信金
東濃信金

滋賀銀行

三重銀行

南都銀行

京都銀行
京都中央信金

みなと銀行
尼崎信金
播州信金

中国銀行
トマト銀行
玉島信金

広島銀行
もみじ銀行
広島信金

鹿児島銀行
鹿児島相互信金

伊予銀行
愛媛銀行

香川銀行
百十四銀行

大分銀行
四国銀行

肥後銀行
熊本銀行

親和銀行

佐賀銀行

福岡銀行
筑邦銀行

西日本シティ銀行
北九州銀行

琉球銀行
沖縄銀行

宮崎銀行
池田泉州銀行
関西みらい銀行
大阪シティ信金
北おおさか信金

鳥取銀行

北國銀行

足利銀行
栃木銀行

岩手銀行
東北銀行

福井銀行
福井信金

山口銀行

山陰合同銀行

東和銀行
しののめ信金

徳島銀行

紀陽銀行

2011年度11行でスタート。
2016年度に9機関、2017年度に3機関加わり
計117機関に拡大。その後合併３組により
2019年11月現在114機関。

（２）⑤補足：中堅・中小企業支援におけるNEXIの取組

中堅・中小企業海外展開支援ネットワーク

提携金融機関を通して中小企業・農林水産業輸出代金保険をご利用いただくと、
保険料が10%割引になります。

黒字：地方金融機関等
青字：信用金庫

23



（３）保険申込手続等について
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輸出契約締結

船積

•初回のみお手続きが必要です。
（登記している実印を押印し郵送して下さい。）

保険利用者・
Webユーザー登録

•未登録バイヤーのご登録手続きが必要です。
（審査結果によっては、バイヤーのリスクをお引受けできない場合があります。）

海外商社登録申請
（バイヤーの与信審査）

•お申込みの手続き期間は以下の通りです。

【貿易一般保険（個別）】
【中小企業・農林水産業輸出代金保険】

輸出契約等の締結日～船積日まで（船積日当日を含む5営業日まで可能）

貿易保険申込み
・保険契約締結

保険事故が発生した場合は、所定の期間内に損失等発生通知を行ってください。通知手続きを行わ
れない場合、保険金請求ができませんのでご注意ください。
貿易一般保険（個別）の船積後事故（代金回収不能事故）に対する損失等発生通知はWebサービス
でお手続きできます。

損失等発生通知

•お気軽にNEXIにお問い合わせください。
•NEXIと提携先の銀行、損害保険会社等でもご相談ができます。利用相談

Web

Web

Web

Web

不払い発生

 一般的な手続きフロー
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（３）①Webサービス

 ２０１５年１１月より新規申込み等に関するＷｅｂサービスを開始致しました。

 貿易一般保険（個別保険）、中小企業・農林水産業輸出代金保険は、従来の紙様式での新
規申込は廃止し、原則Ｗｅｂサービスからのお手続きのみとなりました（Ｗｅｂサービスで手続
きができないものを除く） 。

 お取引に関するエビデンスとなる輸出契約書等については、申込時に提出不要になります
が、事故発生・保険金請求時には必要となりますので、保管をお願いします。

【受付時間】

平日８：００～２０：００

※上記時間以外はＷｅｂからお手続きいただけません。
※２０時までにお申込みが完了したものは当日の受理扱いとなります。

※紙申請の受付窓口は９：００～１５：３０です。
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（３）①Webサービス

 Ｗｅｂの対象とならない申込み（貿易一般保険（個別保険））

項目 内容

①特定国向け取引 以下の国は、紙申請となります。
キューバ：すべて
イラン：前受金100%以外
イラク：現地引渡の契約
※新規申込/内容変更時とも共通です。

②一部の内容変更・訂正承認
※内容変更、訂正承認申請とも任意のお手続きです。

・内容変更：
保険契約締結後、輸出契約等の内容を変更した結果として、保険契約
の内容を変更する手続

・訂正承認：
保険契約申込時等において、内容を誤って申請してしまった場合等に、
誤りを修正する手続

以下の条件に当てはまる内容変更手続きは紙様式でのお手続きとなり
ます。

①新規申込を紙申請で行ったものは内容変更も紙様式
②新規申込をＷｅｂ、かつ紙申請で内変実績があるものは紙様式

訂正内変のお手続きは全て紙様式でお申し込み下さい。

③包括保険（鋼材）の上乗せ
※日本鉄鋼連盟、特殊鋼倶楽部、線材製品協会向けオプションです。

貿易一般保険 包括保険（鋼材）の上乗せについて、貿易一般保険（個
別保険）を申し込む場合は紙様式となります。

④債権譲渡、質権設定 紙様式のみとなります。

⑤その他 ・保険契約者、被保険者、保険金受取人が異なる場合・決済方法に複数
回マイルストーンペイメントやスケジュールペイメントを含む取引
・連帯債務契約
・ストックセールスや本邦企業の海外支店による取引

（以下の①～⑤はすべて紙様式でのお申し込みとなります。）
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（３）①Webサービス

 Ｗｅｂの対象とならない申込み（中小企業・農林水産業輸出代金保険）
（以下の①～⑦はすべて紙様式でのお申し込みとなります。）

項目 内容

①特定国向け取引 キューバ：すべて
イラン：すべて
イラク：現地引渡を支払条件と定めている取引

②内容変更・訂正内変
※内容変更、訂正内変とも任意のお手続きです。

・内容変更：
保険契約締結後、輸出契約等の内容を変更した結果として、保険契約の
内容を変更する手続

・訂正内変：
保険契約申込時等において、内容を誤って申請してしまった場合等に、誤
りを修正する手続

③複数枝案件 複数の通貨で決済される案件や、複数の仕向国が存在する案件等につい
ては、案件を分割してお申込みいただきます。
※分割したものを枝と表現いたします。

④リテンション ２０１６年３月の制度改正以降、中小企業・農林水産業輸出代金保険にお
いてもリテンションを含む案件が引受可能になりました。

※機械の据え付け等において、輸出者等の責任が完全に履行されたこと
が確認されるまでの間、代金・対価の支払いの一部を留保することがあ
り、この留保部分のことを「リテンション」といいます。

⑤質権設定・債権譲渡 保険の目的や保険金請求権について、質権設定や債権譲渡を行う場合

⑥保険関係者が複数存在する 保険契約者、被保険者、保険金受取人が異なる場合



（３）①Webサービス
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 Webサービスから利用できる手続き

⑥

⑦

④

⑧

①

②

④

③

⑥

⑤

⑧

⑦



（３）①Webサービス
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② 新規バイヤー登録、登録済みバイヤー情報の変更等

※バイヤー登録についてのご質問は、本店審査部与信管理グループ
（03-3512-7684、buyer-tokyo@nexi.go.jp）までお願いします。

③ 保険の申込み、内容変更通知

④ 個別保証枠の取得及び決済通知

⑤ 船積後の事故通知（損失等発生通知、入金通知など／貿一・中小のみ）

⑦ バイヤー登録の有無や格付けの照会、自社の保険情報データのダウンロード等

⑧ Webサービスを利用するためのパスワードの変更、Webユーザーの追加・変更、
返還保険料を受け取る口座の登録等

⑥ 各保険種毎の保険料試算（詳細版）

Webサービスの操作方法は、以下のページのWebサービス操作マニュアルをご参照下さい。

https://nexi.go.jp/webservice/use/index.html

 Webサービスから利用できる手続き

①Web申込状況一覧照会
※Webで申込みした手続きや途中保存した手続きで、手続完了後2年経過前のものが表示されます。



（３）②個別保証枠
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EE, EA, EM, EF格の取引先に対して船積後の信用危険を付保したい

→契約額と同額の個別保証枠が必要（＊）

【個別保証枠の残高の照会方法】
Webサービスのユーザーページ「海外商社登録等のお手続き」上でご確認いただけます。

(＊）個別保証枠が不足している場合、部分付保はできません。



（３）②個別保証枠
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個別保証枠の残高が足りない場合

①決済通知を行う。

保険申込時または事前に個別保証枠確認を行った取引について代金決済が行われた場合は、

Ｗｅｂサービスから「決済通知」を行うことにより、すぐに枠を戻すこともできます。

ＮＥＸＩにおいて自動的に個別保証枠を戻すのは、保険証券記載の決済予定日の約1.5ヶ月後です。

② ＮＥＸＩお客様総合支援グループに増枠の相談をする。

他の保険のために割り当てられている枠の有無や、そちらの使用状況を調査いたします。

調査の結果、可能であれば、他の保険のために割り当てられている枠を個別保証枠に移動いたします。

③格付変更の申請を行う。

最新の信用調書や財務データに基づき、信用状態の審査を行います。

ただし、格付変更の申請をされても、必ずしも与信枠が増えるとは限りません。

財務状況等により、与信枠が変わらない、あるいは減少することもありますので、ご了承下さい。

※輸出契約金額の一部だけを付保することは出来ません（個別保証枠不足による一部付保も不可）。

※個別保証枠と保険申込時の換算レート（外貨建て取引の場合）

・個別保証枠： 申請日前月25日のＴＴＢレート

・保険申込時： 輸出契約締結日のＴＴＢレート

※何らかの事情で個別保証枠を使わなくなった場合は、Ｗｅｂサービスより枠戻通知をお願いいたします。
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（３）③保険料試算

＜取引事例＞

B社については既にNEXIへのバイヤー登録も完了しており、B社の格付はEF格である。

＜入力事項例＞
上記の取引事例に基づき、保険料試算に必要な入力事項を以下に記載しています。

総合

機械設備

アメリカ（304）

国：アメリカ（304）
バイヤー格付：EF格
お客様と支払人との本支店・親子関係：無し

船積前：非常（95％）・信用（80％）

30日

D/A 60 Days After B/L Date

【船積前期間】

【決済方法】

【付保率】

【てん補範囲】

【貨物】

【貨物仕向国】

【支払人】

【保険価額】 ¥10,000,000

機械メーカーA社は、アメリカの電子デバイスメーカーB社へ自社製造の機械設備を輸出する契約
を20XX年4月1日に締結した。
契約金額は1,000万円で前受金は無く、決済条件は「100% D/A 60 Days After B/L Date」であ
る。
B社とは初めての取引となるため、取引リスクを考えて、貿易一般保険（個別）を申し込むことにし
た。

船積予定日は20XX年5月15日を予定しており、A社は同年4月16日に保険を申し込もうと考えて
いる。

船積後：非常（97.5%）・信用（90%）
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（３）③保険料試算
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（３）③保険料試算
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（３）③保険料試算
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（３）③保険料試算
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（３）③保険料試算

試算結果



（３）④告知事項
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告知方法
保険契約申込時において、告知事項を確認してください。
告知事項に該当する場合は、保険申込書の告知事項欄にチェックを入れて報告

告知事項
① 輸出契約等の相手方との間で決済期限が到来する債権について、決済期限に

決済が予定通り行われず、45日以上の遅延が発生し、現時点において解消されて
いないこと

② 輸出契約等の相手方又は代金等の支払人が、操業停止状態にある、又は破産
その他これに準ずる事由の準備段階にあることを知ったこと

③ その他、損失を受けるおそれのある重要な事実のあることを知ったこと

（債務超過、私的整理、他の債権者による差し押さえ、等）

記入内容が事実と相違した場合や告知内容に漏れがあった場合は、

保険契約を解除される場合があります

非常危険のみ付保の場合など、告知が不要であるケースがあります。
不明な場合は申込み前にNEXIにご相談下さい。



内容確認
したら…

（３）④告知事項
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告知事項が
なければ…

誓約できる
場合は…



（３）⑤輸出契約等の内容変更
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保険契約の変更を希望する場合には、内容変更等通知期限までにＮＥＸＩに内容変更を通知することで保
険契約の変更を行うことができます。

個別保険、中小企業・農林水産業輸出代金保険においては、内容変更等の通知は任意です。

内容変更等の通知を行わなかった場合、保険の対象は当初の保険契約内容となります。

例１）ユーザンスを延長した場合、通知を行わないと当初の保険証券上の決済期限の後で発生した事由
は保険の対象となりません。

例２）船積期日が３ヶ月を超えて延長された場合、通知を行わないと保険の対象となりません。

「重大な内容変更」に該当する場合であって、内容変更後の輸出契約等がNEXIの定める

引受基準に合致しない（基準外案件）場合は、通知前に予めNEXIの承認が必要です。

【輸出契約等の重大な内容変更とは】

・表示通貨の変更

・船積期日の延期（証券記載の期日から3ヶ月を超えるもの）

・決済方法・条件の変更

・代金等の額の増加（10%以上のもの）

・契約相手方、支払人、保証人の変更

・仕向国、支払国、保証国の変更 等

←これらの項目は、特に保険のカバー

に関連しています。

保険でのカバーを希望する場合は、

内容変更等の通知を行ってください。

内容変更等の通知がされないと

カバーされない場合があります。
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内容変更等通知期限
保険契約の変更手続きの期限は保険証券上に記載の内容変更等通知期限までにお願いいたします。

内容変更等通知期限は、保険契約単位で以下の通り設定されています。

（３）⑤輸出契約等の内容変更

最終決済予定日に係る決済方法 内容変更等通知期限

船積実行日をユーザンスの起算点とする決済
最終船積予定日に３月を加えた日に当該ユーザンス日数を加え
た日

マイルストーンペイメント（貨物） 最終決済予定日に３月を加えた日

リテンション 最終決済予定日に６月を加えた日

マイルストーンペイメント（役務）
対価確認日をユーザンスの起算点とする決済

最終対価確認予定日に６月を加えた日に当該ユーザンス日数を
加えた日

上記以外 最終決済予定日



（３）⑤輸出契約等の内容変更
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内容変更通知
※主な提出書類
■変更承認通知書

【申請期日】

輸出契約等の変更日から内容変更等通知
期限までに通知

保険証券（変更後）・
保険料計算書・

保険料請求書作成
⇒郵送

お
客
様

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｉ

輸出契約等
の変更日

内容変更通知期限
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 通知期限を過ぎてしまった内容変更等通知については、原則お引受けいたしません。
 ただし、理由書を付して事前承認申請書をご提出いただければ、内容によっては内容変更ができる場合もございます。
 審査の結果、承諾された場合には、延長分の保険料は追徴いたしますが通知までの期間は免責となりますのでご了承
ください。

変更内容の確定
保険料のお支払い



【メールのみは不可。輸出者・相手方両者のサイン（＝両者合意が確認出来ること）を確認します。】

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

*

代金の決済時期及び決済方法　

参考その他事項（可能な限り）

（契約書において支払人の意思確認が可能であること）

契約金額及び受け渡し条件

貨物の名称

相手方と代金支払人が異なる場合は、当該支払人の名称及び住所

船積時期

輸出者等の名称及び住所

相手方の名称及び住所

輸出契約締結日

最終仕向国

“何”を、”いくら”で、”どれだけ” 契約する のかを書面 で合意するのは
取引の重要事項。

契約書の日付とサイン日のいずれか遅い日を合意日と看做すのが一般的。
NEXIの貿易保険には申込みの期限があり、保険の種類によっては輸出契約締結日を
起算として「○日以内」との期限を設けているものがある。 契約日のない契約書は不可。

取引に必要な承認や許認可取得、トラブル発生時の仲裁条項、不可抗
力な事態が発生した場合の取極め、当該取引独特の確認事項など。

貿易保険上、船積後の保険責任期間設定に必要。 期日が
算定出来ない契約は、保険事故となる”不払い”の期日が決
まらない。 また、一般的に、支払期日を明確にしておかな
いと、相手側は自分に有利な期日で解釈する。

例 D/A 30 days after B/L date

貿易保険上、保険責任期間設定に必要。
納期認識の違いが不払いの原因になることがある。 書面で
合意しておくことにより、トラブルを回避出来る。例 January to March, 2018

例 China
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（４）留意事項①輸出契約書の主要事項～保険引受の観点から、定めていただきたい事項～



44

（４）留意事項②お申込頂けないケース

バイヤー：EA格

仕向国・支払国：イタリア（Ａカテ）

契約金額： 10,000,000円

決済条件： D/A 30days after B/L date
契約締結日：2018年9月3日

船積時期：2018年10月4日

保険申込日：2018年10月12日

バイヤー：EF格
仕向国・支払国：中国（Cカテ）

契約金額：15,000,000円
決済条件：T/T90days after B/L date
契約締結日： 2018年6月7日
船積時期：2018年6月30日

個別保証枠残額：8,000,000円

※船前＋船後、非常＋信用にてお申し込みの場合

保険申込期日を超えての
申込みはできません。

（船積日を含む5営業日以内にお申込下さい。）

個別保証枠残額を超える
契約金額の申込みはできません。

（契約額と同額の個別保証枠が必要です。）

5営業日目
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（５）主な免責事項（保険金をお支払いできない場合）

①お客様の故意又は重大な過失により生じた損失
②貨物の滅失・き損・だ捕、その他貨物について生じた損失
③輸出契約等に関してお客様による法令違反があった場合において生じた損失
④保険責任の開始日前にてん補事由が生じたときの当該事由による損失
⑤お客様の告知義務違反により日本貿易保険が解除した保険契約における損失
⑥お客様と輸出契約等の相手方が次のいずれかに該当する場合における信用危険に

対する損失
お客様の本店又は支店
お客様と特定の資本関係があるバイヤー、子会社、兄弟会社など
お客様と特定の人的関係がバイヤー

⑦お客様が、当該約款に基づく保険関係について、日本貿易保険の承認を受けないで
保険の目的を譲渡（譲渡担保の設定を含む）した場合には、譲渡された当該保険の

目的にかかる損失



46

1契約の中に、「日本からの輸出貨物（本邦貨物）」と

「仲介貨物」、「技術等の提供（役務）」が混在している場合、

保険は利用できますか？

利用できます。その場合は、「本邦貨物代金」「仲介貨物代
金」「役務代金」を比較して、金額が一番大きいものでお申込
いただきます。

＜例＞

「本邦貨物」が一番大きい場合→「輸出契約」とみなします。

（６）Q&A①

Question①

Answer①
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船積みを複数回に分割して行うのですが、その場合の保険

申込みはどうなりますか？

保険申込は、原則初回の船積みまでとなります。申込書の
L/Sは最終船積日を記入して下さい。

なお、輸出等の契約書上、各船積日及び船積金額が定め
られている場合は、保険申込は1件として、各船積ごとに枝
分けをすることも可能です。

（６）Q&A②

Answer②

Question②
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付保以降の手続きとして、増額の場合の注意点、

また減額の場合はどのようにしたらよいのか教えてください。

増額及び減額については、内容変更手続きは任意です。

なお、増額分の内容変更手続きをしない場合は、増額分は保険対象外
となりますので、ご留意ください。

また、減額の場合、手続きをされても、返還保険料（既収保険料との差

額精算）が貿易一般保険（個別）は１０万円、中小企業・農林水産業輸出
代金保険は３万円未満の場合は返還されませんので、予めご了承下さい
。

（６）Q&A③

Question③

Answer③
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輸出契約締結日について教えてください。

シッパーとバイヤーが輸出契約を締結した日を指します。

＜例＞

・ 契約書上のサイン日付けが複数存在する場合→当事者のどちらか
が後にサインした日。

・ シッパーの片サインの契約書に対し、取消不能信用状（ＩＬＣ）が開設
された場合→ＩＬＣ受領日

※ 輸出契約締結日について確認が必要な場合、NEXIにご相談くださ
い。

（６）Q&A④

Question④

Answer④
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ＩＬＣ決済ですが、申込み時点でＩＬＣが未入手です。
保険を申し込むことは可能ですか？

・ ILC決済の場合、まず発行銀行又は確認銀行の格付が信用危険てん補可能な格付
か、事前にNEXIに確認をお願いします。

・ 上記において信用危険てん補可能な格付であれば、バイヤー格付がＥ（EBを除く）、
Ｐ、Ｒ格での場合、ＩＬＣ取得前の損失は信用危険について免責である旨の「特約」を
つけさせていただいた上で、船積後の信用危険（※Ｐ、Ｒ格については、船積前の
信用危険も含む）についててん補させていただきます。

・ また、ILC発行銀行又は確認銀行の格付が信用危険てん補不可能な格付である場
合でも、非常危険のみ、あるいは非常危険+船積前信用危険（ER、EBを除くE格）に
ついててん補することが出来ます。

（６）Q&A⑤

Answer⑤

Question⑤
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貨物を中国から調達し、ブラジル向けに出しますが、付保でき

ますか？仲介貿易契約（三国間貿易）への貿易保険利用は

可能でしょうか？

仲介貿易契約は貿易一般保険（個別保険）でお引き受け可
能です。

（中小企業・農林水産業輸出代金保険では本邦からの出荷
品のみが対象になりますので、仲介貿易契約の場合は保険
をご利用できません。）

（６）Q&A⑥

Question⑥

Answer⑥
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バイヤーの格付を確認したいのですが、どのようにしたらよい
ですか？ また、バイヤーが登録されておらず格付が付与され
ていない場合はどのような手続きが必要ですか？

この手続きの所要期間と費用について教えてください。

まず、バイヤーの登録の有無についてNEXIにお問い合わせください。登録がない場合
は、Webサービスから海外商社登録（バイヤー登録）の申請を行って下さい。

バイヤー登録にあたっては、通常信用調査書の取得が必要になりますが、NEXIに調

査書の取得をご依頼いただくことも可能です。調査書の取得を含めてバイヤー登録ま
でには１ヶ月程度を要することもございますので、早めにお申し込みください。NEXIへ
ご依頼いただく場合の料金については下記リンクをご確認ください。

【弊社ご案内ホームページ】
https://www.nexi.go.jp/procedure/consult/price_list.html

（６） Q&A⑦

Question⑦

Answer⑦
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バイヤー登録をしたら、付与された格付がEC格になっていま

したが、保険の利用はできますか？

船積後の信用危険についてはてん補できませんが、非常危険のみ又は
非常危険+船積前の信用危険のてん補であれば保険をご利用いただけ
ます。

また、ILCによる決済であれば、ILC発行銀行又は確認銀行の格付が適

格であれば、船積後の信用危険までてん補することが可能です。ただし
、ILC取得前に発生した損失については免責となります（Q&A⑥ご参照）
。

（６） Q&A⑧

Question⑧

Answer⑧
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Memo
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（７）安全保障貿易管理と輸出規制

安全保障貿易管理とは

国際的な平和及び安全を維持するために、武器そのものの他、軍事的に
転用される恐れのあるものが、大量破壊兵器の開発者やテロリスト集団等
の恐れのある相手に渡らないよう、先進国を中心とした国際的な枠組みを
作り、安全保障管理を行っています。

日本では、外国為替及び外国貿易法に基づき輸出貨物や技術の提供に
対する規制が行われており、規制該当貨物等、懸念のある取引である
おそれのある場合には、事前に経済産業大臣の許可を取得する必要が
あります。

詳細は、経済産業省 貿易経済協力局 貿易管理部 安全保障貿易審査課
（ＴＥＬ：０３－３５０１－２８０１）にご確認下さい。
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※「別紙様式」は「輸出貿易管理令別表第１の１６の項に該当する貨物等に係る取扱いにつ
いて」の別紙様式をご利用ください。様式はNEXIウェブサイトよりダウンロードできます。

保険申込前までに
該当した場合

保険契約締結以降に
該当した場合

インフォーム要件もし
くは客観要件に該当

保険申込みに際し、
別紙様式により
通知

輸出許可申請をした日から１週間以内に
別紙様式により通知

 貿易保険との関係

万が一、保険契約締結後に、対象貨物がキャッチオール規制によるインフォーム要件、もしくは客
観要件に該当し、輸出許可の申請に対して不許可処分を受け貨物を輸出できなくなっても、下記
所定の手続きがなされている場合には、輸出不能事故の対象となります。

※必要な手続きがなされていない場合は、保険契約を解除又は保険金をお支
払いできないこともありますので、十分ご注意ください。

※通知様式が新しくなりました。

（７）安全保障貿易管理と輸出規制



 貿易保険の認知度の向上を図るため、ホームページに動画を掲載しています。
４つのバージョンをご用意しておりますので、ぜひご覧下さい。

（参考）NEXI動画等
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①クリック

②画面を
スクロールして

クリック



（本店）営業第一部お客様相談窓口

TEL 0120-671-094（フリーダイヤル）

TEL 03-3512-7563

（大阪支店）営業グループ

TEL 0120-649-818（フリーダイヤル）

TEL 06-6233-4017

NEXIホームページ又は、以下の窓口までお問い合わせをお願いいたします。

お問い合わせ先
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